
 
 

 

   

 
 

  

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

    
  

       

      

      

平成 31 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）

（厚生労働省 医政局 地域医療計画課）

要

望

の

内

容

避難解除区域等に係る特例措置（福島再開投資等準備金）の適用期間
制 度 名

の延長等

税 目 所得税、法人税

・福島復興再生特別措置法において、避難指示等が出た 12 市町村を対象地域と
して、被災事業者の事業再開を図るため、投資等準備金について課税の特例
が措置されているところ。

・上記特例が活用できる期間（手続可能な期間）は、事業実施場所の避難指示
解除等から 3 年とされている。

・これまで避難指示が解除された区域においては、本制度が活用され事業再開
が一定程度進んできたところであるが、避難指示が解除された後直ちに事業
再開が実現するものではなく、被災 12 市町村では事業環境がいまだ大変厳し
い状況にあるところ、今後も被災 12 市町村における本制度の活用が見込まれ
ている。

・このような状況の中、一部の対象区域に関しては、既に認定に係る手続の期
限が到来し、又は近々期限が到来する予定であり、被災地域の復興を加速化
するためには、更なる事業再開を促進する必要があることから、引き続き税
制優遇措置を講じる必要がある。

・これらを踏まえ、現在、避難解除区域等（※）に適用されている税制上の特
例（福島再開投資等準備金）の適用期間を、期限が既に到来又は平成 32 年度
末までに到来する区域について、復興・創生期間の終了時（平成 32 年度末）
まで拡充・延長する。

※避難解除区域、避難指示解除準備区域、居住制限区域、認定特定復興再生
拠点区域

○現行制度の概要
福島県知事の認定を受けた事業者（※1）が、企業立地促進区域（※2）に

おいて事業再開するために準備金を積み立てた場合、その積立額を損金算入
（投資予定額を限度）できる。
また、準備金を取り崩して避難解除区域等内で再開投資を行った事業年度

において、特別償却（機械・装置は即時償却、建物等は 25%）を可能とす
る。 

※1 避難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域の対象となった
区域内に、平成 23 年 3 月 11 日当時、本店又は主たる事業所を有していた
事業者 

※2 企業立地促進区域：避難解除区域等内の区域のうち、企業の立地を促進
すべき区域

【関係条文】 平年度の減収見込額 － 百万円
○福島復興再生特別措置法第 25 条○
東日本大震災の被災者等に係る国 (制度自体の減収額) ( － 百万円)
税関係法律の臨時特例に関する法律
第 11 条の 3 の 2、第 18 条の 8 及び (改 正 増 減 収 額) ( － 百万円)
第 26 条の 8
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的

被災事業者の事業再開を後押しし、産業・生業の再生を図る。 

⑵ 施策の必要性

平成 29 年 4 月までに、帰還困難区域を除くほとんどの地域で避難指示が解除
され、帰還困難区域では、特定復興再生拠点の整備が始まるなど、復興・再生
は新たな段階を迎えている。こうした動きを更に加速するため、被災された事
業者の事業再開を支援する税制上の措置が引き続き必要である。

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

合

理

性

政 策 体 系

に お け る

政策目的の

位 置 付 け

■原子力災害からの福島復興の加速に向けて（平成 25年 12月閣
議決定、平成 27年 6月改定）
３．事業・生業や生活の再建・自立に向けた取り組みを拡充する。
（２）事業・生業の再建・自立、生活の再構築のための取り組みの充実

②事業・生業の再建、自立や働く場の確保のための支援策
被災事業者等の事業・生業の再建・自立、転業、新事業実施や、資金繰

り、事業再生、経営安定・改善等に係る施策を効果的に支援する。また、
事業者の試行的な事業再開場所として、引き続き仮設施設の整備を積極的
に進めるとともに、中小企業等に対する施設・設備の復旧・整備支援等を
行う。また、企業の立地は、働く場の確保はもとより、地域からの調達、
地元事業者への発注など、地元事業者の事業再開や自立化への波及効果も
高いことから、各種施策を最大限活用し、事業者等に対する企業立地支援
や企業誘致等の支援を行う。加えて、平成 27 年度に創設された福島再開
投資等準備金を活用し、避難指示のあった区域における事業再開を支援し
ていく。

■「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本
指針（平成 28年 3月閣議決定）
２．各分野における今後の取り組み
（４）原子力災害からの復興・再生

⑤事業・生業や生活の再建・自立に向けた取り組みの拡充
避難指示等の対象である 12 市町村に置かれた厳しい事業環境に鑑み、

福島相双復興官民合同チームの個別訪問などを踏まえつつ、事業や生業の
再建、帰還後の生活の再構築へ向けて、地元ニーズや広域的視点を踏まえ
た支援策を充実させる。

■原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針について
（平成 28年 12月閣議決定）
４．事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組を拡充する
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有

効

性

相

当

性

政 策 の

達成目標

租税特別措

置の適用又

は延長期間

同上の期間

中 の 達 成

目 標

政策目標の

達 成 状 況

要 望 の

措 置 の

適用見込み

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性)

当該要望項

目以外の税

制上の支援

措 置

予算上の

措置等の

要求内容

及び金額

上記の予算

上の措置等

と要望項目

と の 関 係

（２）事業・生業の再建・自立、生活の再構築のための取組の充実
①事業・生業の再建・自立のための支援策の強化

避難指示解除に向けた動きが進む中、引き続き、設備投資への支援等を
通じて、事業者の帰還・事業再開や自立を支援していく。

■復興庁政策評価体系
施策（３）原子力災害からの復興に係る施策の推進

被災事業者の事業再開を後押しし、産業・生業の再生を図る。

適用期限が既に到来又は平成 32 年度末までに到来する区域につ
いて、復興・創生期間の終了時（平成 32 年度末）まで拡充・延
長する。

政策の達成目標に同じ

－

－

本措置が引き続き適用されることで、避難指示等の対象となっ
た区域（避難解除区域、避難指示解除準備区域、居住制限区
域、認定特定復興再生拠点区域）における事業再開を促進し、
福島の復興・再生を加速する原動力となる。

機械等の特別償却等（東日本大震災の被災者等に係る国税関係
法律の臨時特例に関する法律第 10 条の 2 の 2、第 10 条の 2 の
3、第 10 条の 3 の 2、第 10 条の 3 の 3、第 17 条の 2 の 2、第 17
条の 2 の 3、第 17 条の 3 の 2、第 17 条の 3 の 3、第 25 条の 2 の
2、第 25 条の 2 の 3、第 25 条の 3 の 2 及び第 25 条の 3 の 3）

－

－
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項

避難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域の対象
要望の措置 となった区域内に、平成 23 年 3 月 11 日当時、本店又は主たる

事業所を有していた事業者を対象としており、政策目的達成手の 妥 当 性
段として、的確かつ必要最小限である。

租税特別 避難解除区域等における特例措置の適用の要件となる福島県に
措 置 の よる認定の件数：6件（平成 30 年 5 月末現在）

適用実績

租特透明化 －
法に基づく

適 用 実 態

調 査 結 果

租税特別措

置の適用に
本特例措置により、6 件の被災事業者の事業再開が行われる予定

よ る 効 果 である。
(手段として

の有効性)

前回要望時
復興拠点等の整備等

の達成目標

前回要望時

からの達成 本特例措置により、6 件の被災事業者の事業再開が行われる予定
度及び目標 であり、産業・生業の再生に寄与している。
に達してい

ない場合の

理 由

平成 27 年度 「福島再開投資等準備金」制度の創設これまでの
平成 29 年度 避難解除区域等に係る特例措置（福島再開投資等

要 望 経 緯 準備金）の認定特定復興再生拠点区域への拡大
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